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終りに
医師は，司祭・法嘗と|司様に中世ヨーロッパ以降， professionとして特別
な権限を保障され，その反商，特別な義務を負うものとされてきた。そのーっ
か守秘義務と言われるものであり，職務上知り得た秘密を正当な理由なく漏洩
することは，伝統的に禁じられてきた。我が国においても，これを承けて，医
師が職務上知り得た秘密をlE自な理由なく漏洩することを禁止し(刑法 134条
l項)，他方で，刑事訴訟法及び民事訴訟法は医師が職務 I二知り得た事項につ
いての供述拒否特権(刑訴法 149条本文，民訴法 197条 1項 2号)と証拠物差
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押拒絶特権(刑訴法105条)とを規定している。
しかしながら，匿師の守秘義務を過度に強調することは，犯罪事実の発覚を
遅らせ，あるいは隠蔽したいと考える者にとって都合の良い道具として悪用さ
れる事例も稀有ではないという事態を招くに至った。児章虐待や配偶者間暴力
等，容易に判明し得ない犯罪類型も，診療行為の過程で不審を抱いた医師の通
報がなければ発覚が遅れ，被害者が死亡する等，深刻な被害を食い止めること
ができないという事態も表面化し始めたヘこのような状況の下，平成 17年，
最高裁判所は規制薬物の自己使用を認知した臨床医による警察への犯罪通報に
関して興味深い判断を示したヘ本稿では，この最高裁決定の検討を中心に，
医師が診療行為の中で犯罪事実を認知した場合の捜査機関への通報が法的に知
何なる評価を与えられるべきかを考察したL、。
1.平成17年最決
1.事実の概要
被告人は，平成 15年4月18日，同棲相手と口論の末，ナイフによる自傷行
為で右腰背部に刺創を負い，同日午後7時55分頃， A病院で応急措置を受け
たものの，出血が多かったため，国立病院Bセンターに救急搬送された。午
後8時30分頃，上記Bセンターに到着した際に被告人は意識清明で，帰宅し
たい旨不平を述べ，また，当該刺創は自ら刺したものであることを示唆してい
た。担当医Cが被告人を診察したところ，その右腰背部刺創の長さが3cmで
あり，着衣に多量の血液が付着していたのを認めた。
C医師は，上記刺創が腎臓に遺しているならば必ず鳳尿が出ることから，被
告人に尿検査の実施につき説明したが，被告人は強くこれを拒んだ。 C医師は，
先に CT検査等の画像診断を実施したところ，腎臓近傍に空気が入っており，
(1) この点については，児童虐待の防止等に関する法律6条，配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関する法律6条で通報義務が規定された。
(2) 最(11¥)決平成 17年 7月19日刑集団巻6号 600頁。
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その付近の筋肉迄は刃物が達したであろうとの所見が得られたが，急性期であ
るために右腎に損傷がないとは確実に言えないために採尿が必要と判断した。
C医師は，血尿がHiていれば腎臓に傷害があることが判るから尿検査による確
認が第 l次的治療方針であり，医学的に絶対不可避な検査だと考え，尿検査の
ための挿管採尿の必要性を 30分かけて被告人に説明し，止血のため麻酔の上
で縫合する旨告げたところ，被告人は拒絶することなく麻酔注射を受け，緯合
手術の後， C医師は挿管採尿奇実施した。 C医師は血尿の有無を確認し，次い
で被告人の言動に照らして規制薬物の影響を疑い，簡易検査を実施したところ，
アンフェタミンの陽性反応があった。 C医師はこの事実を直ちに警察に通報す
ることはせず，午後 1時頃来院した被告人の両親に傷の根度を説明した際，
尿中に覚醒剤反応があるので国家公務員として警察への通報義務がある旨述べ
たところ，当初，通報に不服の意を示していた被告人の父親もそれ以上不服は
述べなくなった。 C医師は被告人の尿中から覚醒剤反応があった旨警察に通報
した。尚，当初，被告人の同棲相手による傷害事件の可能性も考え，警察官が
A病院に臨場し， Bセンターにも同道していたが，警察官は C医師に対して
採尿を依頼することはなかった。
同月 21日，所轄警察署啓察官は，差押許可状の発付を受け， C医師が 18日
に採取した被告人の尿を差し押えた。
2.訴訟の経緯
上記事案において被告人は，探尿に対する同意の不存在，及び， C医師の守
秘義務違反等により，尿の押収手続における重大な違法があること等を主張し
て尿鑑定書の証拠能力を争った。
第 l審判決は， r捜査官以外の者による証拠の入手過程に適法があるとして
もi捜査官がそれ以外の者の行為を積極的に利用して証拠物を確保したために
全体として評価すると捜査官自らの手で証拠を入手したのと異ならないと評価
し得るといった特段の事情があり，J3.つ，その者による違法行為がいわゆる令
状主義の精神を没却するような重大な違法がある等の違法収集証拠の排除の要
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件を充たすと言えない限りは，違法収集証拠として排除されることはなLリ，
「医師による採尿及び検査は，診療目的でなされたものであり，警察官からの
依頼により採取したものではないことも明らかである」ので証拠排除すべき事
案には該当せず，警察への通報については， I確かに，医師は守秘義務を負っ
ているものの，他方で，国家公務員は(中略)告発義務が課されているから
(刑訴法 239条2項)，覚醒剤取締法違反の疑いがあるような重大な公益に関わ
る犯罪に係る事実を知った公務員たる医師が警察にその旨を届け出たとしても，
法令による行為として違法な守秘義務違反と評価することはできない」旨判示
した(九
控訴審判決も，採尿について，画像診断等を実施した上でも医師は「腎臓が
傷ついていないと断定することはできず，これを確実に把握するためには猶尿
検査を実施する必要があるものと判断していることが明らかであるから， (中
略)この判断自体が誤りであったということはできないし，またその判断が医
学的相当性を逸脱しているとも考え難いJ，I医師が採取した尿について薬物検
査を行なう必要があると判断し，これを実施したことは，本件当時の具体的事
情の下における医師の判断として，合理的なものということができるJ，I一般
に犯罪行為の捜査機関への通報，告発は社会的に正当な行為として許容され得
る性質のものであることに加え， c医師は国家公務員としての立場から告発義
務を負っていることにも徴すれば， (中略)守秘義務に反した違法な行為であ
るとはいえない」旨判示したω
3.よ告審決定
尚書きで，以下のような職権判断を示し，尿鑑定書を排除すべきとする弁護
人の上告趣意を斥けた。「医師は，救急患者に対する治療の目的で，被告人か
ら尿を採取し，採取した尿について薬物検査を行なったものであって，医痕上
の必要があったと認められるから，たとえ同医師がこれにつき被告人から承諾
(3) 東京地判平成 16年7月8日(烈j集団巻6号618頁以下に収録〉。
(4) 東京高判平成16年 12月22日(刑集団巻6号635頁以下に収録)。
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を得ていたと認められないとしても，同医師のした(中略〉行為は，医療行為
として違法であるとはいえなL、JoI医師が必要な治療又は検査の過程で採取し
た患者の尿から迎法な薬物の成分を検出した;場合に，これを捜査機関に通報す
ることは，正当行為として許容されるものであって，医師の守秘義務に違反し
ないというべきである」。
l.医師の守秘義務をめぐる米国証拠法上の議論
戦後，我が国の刑事訴訟法は英米証拠法を継受する形で制定されたが， 18 
世紀後半迄の commonlawにおいては，医師が職務上知り得た酪密について
法律上，供述拒苔特権・証拠提出拒否特権は認められていなかったヘ医師が
職務上知り得た秘密について法律上，供述拒否特権として構成されるようになっ
たのは， 1828年の NewYork州法であると言われている(へその後， 19世紀
後半の California州法等において患者の同意なくして診療上知り得た秘密に
ついて医師ぞ尋問し得ない旨の規定が設けられるに至った(九これらの州法に
対して影響を与えたのは，弁護士と依頼人との職務上の秘密に関する供述拒否
特権であったと言われているω。精神科医と患者の関係に関しては，当該診療
科目における疾病に対しての社会的偏見が大きいためか，医師の守秘義務は特
に加重されるべきものと捉えられる傾向が見られるヘ合衆国最高裁判所は，
Jaffee v. Redmond判決において，患者との関係で精神科隈の守秘義務が特
に尊重されるべき必要性は，臨床心理士・ソーシャルワーカーについても同様
(5) 8 Wigmore， Evidence ~@2380-2391 (McNaughton rev. 1961). 
(6) Note， Developments in the Law-Privileged Communications， 98 Harv. L. Rcv 
1450，1530-1555 (1985). 
( 7 ) N.Y. Rev. Stats. 1829， vol 2， Partill， c.7， Tit. 3， art. eight， 873. 
(8) E. g.， McCormick， vo12. On Evidence 5th. ed.， at419 (1999). 
(9) Slovenko， Psychiatry and a Second Look at the Medical Privilege， 6 Wayne L 
Rev. 175 (1960); Slovenko， Psychotherapy and Confidentiality， 24 Clev. St. L. 
Re. 375 (1975); Note， 47 Nw. L. Rev. 384 (1952). 
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にあてはまる旨，判示している(1九もっとも，疾病に対する社会的偏見が依
然として大きい診療科目である精神科領域における上述のような傾向を他の診
療科目における医師の診療行為上知り得た秘密に対しでも直ちに及ぼすことに
ついては，慎重であるべきであろう。
英米法諸国においても，証人としての供述義務と守秘義務との間で困難な状
況に置かれた医師に対して明確な指針が確立されてはL、なL、。少なくとも，守
秘義務を絶対視することで，診療行為の過程で犯罪否認知した臨床医による犯
罪通報が許されないものと解する見解が一般的であるとは言い難L、。むしろ，
守秘義務を理由とした供述拒否特権の行使によって刑事司法に支障が生じるこ
とは米国においても重大な問題として捉えられており，とれを医師の供述拒否
特権を制限ないし廃止しようとの見解も決して少なくはないο 例えば North
Carolina 1¥-1 においては，州裁判所が正義を実現する上で不可欠と判断した場
合には医師に供述を義務付けることができる旨の立法措置を行っているω。
とはいえ米国における証拠法学界は，守秘義務を理由とする医師の供述拒否特
権を立法措置で全面的に廃止することに対しては否定的であるものの，有力な
学説は，守秘義務を理由とする医師の供述拒否特権を限定的に捉えることが実
際的である旨，説いているω。
m.医師の守秘義務をめぐる我が国の議論
患者の自己情報 control権に服することを強調する見解も近年有力に主張さ
れている〈ヘこの見解からは，診療情報は患者の個人情報であり，学術研究
目的での症例研究は勿論のこと，当該患者自身の治療以外に診療情報を目的外
使用することは当該患者の承諾がない限り，原則として許されないことになる。
(10) Jaff巴巴 v.Redmond， 518U.S.l (1996). 
(11) N. C. G. S. 13 8-53 (1981). 
(12) Eふ McCormick，supra note 8， vol 2 at 421. 
(13) 増成直美『診療情報の法的保護の研究Jl(平成 16年・成文堂)71頁以下， 135頁
以下。
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従って，当該患者の承諾なしに第三者のために診療情報を用いることは，当該
患者の親族・同居人・近隣住民等の感染防止等，緊急避難状況がある場合に限
られることになる CI九しかし，この見解に対しては以下に述べるような疑問
安禁じ得なし、。
我が圏の法制度上は，序において触れた秘密漏示罪規定(刑法 134条 l項)
が医師の守秘義務を定めるものではあるが，この規定とても「正当な理由なく」
職務上知り得た秘密を漏示することを禁じるものに過ぎなL、。それにも拘わら
ず，診療行為の過程で現に犯罪事実を認知した医師が当該犯罪事実を通報する
ことまで「正当な理由Jなくなされた漏示であると解するならば，あたかも守
酪義務を絶対視することになり，些かの疑問を禁じ得ない。敢えて刑法が「正
当な理由」のない秘密漏示という文言形式を用いて規定している趣旨は，医師
が診療行為の過程で知り得た患者の秘密保護を絶対視するものではないという
立法者意思の現れに他ならない州。
秘密漏示罪の保護法益に関しては，①患者の秘密という個人的法益であると
いう見解{ベ②底師一般に対する患者の信頼の確保を通じて庶療行為の円滑を
維持しようとする社会的法益が保護法益であるとの見解(ぺ③上記ニ者の折衷
的見解叫が提唱されてきた。目下のところ，①説が多数説であると思われる
が，秘密漏示罪の沿革に照らせば，患者の伺人情報そのものの保護よりもむし
ろ，医業に対する信頼感を社会構成員が共有し，患者本人の自覚症状はもとよ
(14) 増成・前掲注(13)135頁以下。
(15) 佐久間修『最先端法領域の刑事規制 医療・経済・ IT 社会と刑法~ (平成15年・
現代法律出版)24-26頁同旨。
(16) 大塚仁「刑法概説各論J(第3版・平成8年・有斐閣)124頁，大谷宜『刑法論
畿各論.lI(新版追補版・平成14年・成文裳)151頁，川端博『刑法講義各論J(平
成19年・成文堂) 176寸77 頁，西国典之『刑法各論~ (第3版・平成17年・弘文
堂)96頁，前田雅英「刑法講義各論.lI(第4版・平成19年・東京大学出版会)143 
頁等。
(17) 横松正『刑法概論E各論.lI(再訂版・昭和50年・勤草書房)329頁。
(18) 佐久間修『刑法講義各論.lI(平成18年・成文堂)130-131頁，佐伯仁志「秘密の
保護」阿部純二他編『刑法基本講座(6)J(平成5年・法学書院)140頁，藤木英雄
『刑法講義各論J(昭和51年・弘文堂)256頁，大塚仁他編『大コンメンタール刑
法第7巻.lI(第2版・平成12年・背林書院)[米海敏雄執筆分]340頁等。
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り，患者の生活状況・親族の既往歴等，診療に必要な情報を包み隠さず告げる
ことで円滑な診療行為が成立し，医業が社会において期待遇りの成果を収め得
るという，社会的法益を無視することはできないであろう。勿論，患者自身の
自己決定権を震視し，個人情報の保護に薫きを置く現代の価傭観に照らし，個
人的法益保障の観点も看過し得ない。それ故，③説が正当な見解であると考え
るべきであろう側。
このように，秘密漏示罪の保護法措を専ら個人的法主主の保護を目的とするも
のとは解さず，社会公共の観点からも捉えるのであれば，漏洩が禁じられてい
る対象は，単に患者が主観的に他者への伝達・漏洩を望んでいないというだけ
ではなく，果たして，当該事項は客観的に見て保護に値するのか否かを検討す
る必要が生じよう。また，刑法 134条 l項も「正当な理由」を欠いた秘密の漏
洩を禁止しているのであって，如何なる状況においても医師が診療行為の過程
で知り得た患者等の情報を絶対的に保護することを要求している訳ではない。
この点，感染症予防の観点(20) 精神障害者保健・福祉の観点山，人工妊娠中絶
や規制薬物の酷用防止の観点(22) 感染症拡大等からの社会防衛という行政審察
的観点と証拠散逸の防止という司法警察的観点(23)等から，医師には都道府県
知事等に対する報告義務が規定されているが，これらの規定があって初めて，
医師が診療行為の過程で知った秘密を第三者である都道府県知事等に報告する
(19) 佐久間修「医師の守秘義務と公益上の通報義務ー最高裁平成 17年7月19日決
定安めぐってJジュリ 1303号66頁。
ドイツ刑法・刑事訴訟法の解釈でも同様な見解が有力である。 Vgl， Schonkej 
Schroder， StGB.， 26Aufl.， 2001， !l203， S.1620丘， Lutz MeyerjGrossner， StPO.， 
47Aufl.， 2004， !l53， S.172f. 
(20) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 12条・ 69条l号，結
核予防法32条l項・ 63条l号。
(21) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律26条の 2・26条の 3・38条の 2第l
項・ 57条8号。
(22) 母体保護法25条・ 32条，覚せい剤取締法20条4項・ 43条4号，麻薬及び向精
神薬取締法58条の 2・71条等。
(23) 医師法21条・ 33条の 2。
尚，医師法21条に基づく報告義務については，清水真「医療事故の届出義務に
関する考察(上)J濁協70号170頁以下，及びそこに掲記した文献ぞ参照。
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行為が，法令行為(刑法35条前段〉による連法性阻却事由となるというより
も医師はその職務が有する社会公共性に鑑み，正当な理由があれば必要最小
限の範囲で診療の過程で知った秘密を関係諸機関に報告することができると解
すべきであろう。
必要な報告をした場合に刑事免責を受けられるというのであれば，免責規定
を設ければ足りるのであり，敢えて報告義務を特別法で規定する必要はない筈
である。幾つかの法令が報告義務安鹿師に課し，報告幌怠安処罰するという規
定形式を殊更に採っているのは，これらの規定があることによって初めて医師
の報告が免責されるという趣旨で違法性限却事由を創設したのではなく，そも
そも報告自体は刑法 134条l項の「正当な理由」に該当して犯罪不成立である
ことを前提にした上で，更に進んで報告を悌怠した場合の社会に及ぼす危険等
に鑑みて処罰規定を置いていると見るべきである。このように考えれば，特別
法上，医師に報告義務規定が定められていない事項であっても，医師が診療行
為の過程で知り得た秘密を公的機関等に報告する行為については秘密漏示の違
法性は阻却されるものと考えるべきであろう。確かに，医師が扱う患者の情報
の多くは患者自身の精神・身体の健康状態，患者及び親族の生活状況や既往歴
等，他者の監視・干渉を受けないことへの期待 (privacyの期待)が合理性を
有する情報が少なくはなし、。しかし，当該患者自身は勿論のこと，その疾病の
性格如何によっては，不特定多数人に影響を及ぼしかねない情報を医師の医療
行為においては入手し，扱うのであり，これらを如何なる事情の下でも一切，
他に伝達することが許されないというのでは，医業の公益性はないがしろになっ
てしまう刷。感染症患者を発見した場合，自傷他害の危険がある重度精神疾
患者が施設外に出た場合等と同様に，規制薬物を自己使用していると，思われる
者を診療行為の過程で発見した場合，当該規制薬物の影響による法益侵害行為
を防止する必要という社会公益性は極めて強いと考えるべきである。勿論，診
療行為の過程で知り得た情報を他に伝達する場合には，患者自身の利益保護を
paternalismの観点から図ろうとする場合，又は公益目的から社会公共の利益
(24) 佐久間・前掲注(19)66頁同旨。
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保護を図ろうとする場合，必要最小限の範囲で慎重になされなければならない。
しかし，少なくとも診療情報に対する患者の privacyの期待は絶対的保護の
対象とはなり得ないと考えるべきである。
この点は，刑事訴訟法・民事訴訟法の供述拒否特権についても同様に解すべ
きであろう。あくまでも法は医師に供述拒否特権を付与しているに過ぎない。
供述拒否を義務付ける法政策を我が国は一切採用しておらず，むしろ，刑事訴
訟法 149条但書が供述拒否特権の濫用的行使そ戒めてさえいるのである(初。
本稿Eにおいて概観したように，我が国の刑事訴訟法の母法国である米国の証
拠法においても，医師の守秘義務が供述拒否を絶対的に正当化するという傾向
にはないのである。このように考えれば，当該尋問事項について供述すること
に正当理由があると医師たる証人が思料する場合，敢えて供述拒否特権を行使
せず供述するか否かは当該証人自身の判断に委ねられていると解すべきであろ
う(制。そして，供述拒否特権が法定されている法廷供述においてさえ，医師
が診療行為の過程で知り得た患者の秘密を供述し得るのであれば，関係機関に
限定し，且つ慎重に通報するにとどめる行為については違法性がないものと考
えるべきであろう。特に，犯罪事実を認知した者がこれを公表することすら違
法性を阻却するというのが我が国の法体系であることに照らせば(ベ捜査機
関という情報漏洩の危険性の低い機関に対する犯罪事実の通報は，違法性を阻
却するものと解すべきであろう制。
尚，供述拒否特権と類似の性格を有する刑事訴訟法 105条の押収拒絶特権に
関して，参考に値する下級審裁判例がある。この判決は，意識障害の原因を探
知するという専ら診療目的で患者から採原した後，規制薬物の使用が客観的に
も認められる事情があったことから，押収拒絶特権を行使することなく曹察官
に尿の任意提出をした医師の行為について，公益上の目的に言及して守秘義務
(25) 佐久間・前掲注(19)66頁同旨。
(26) 佐久間・前掲注(19)66頁，藤木・前掲注(17)257頁等同旨。
(27) 刑法230条の2第2項。また.不法行為の成否に関しても，明文規定はないもの
の，犯罪事実を公表することは，刑法と同様に違法性阻却事由と解されている。
(28) この点を指摘するものとして，伊東研祐「判批J刑事法ジャーナル3号 110頁。
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を免れるべき事案に当たるので違法性はない旨判示している (29)。
町.医師の犯罪通報義務の有無
医師に診療上知り得た秘i密に対する守秘義務があるとされる反面，公益上の
通報義務があるとの考え方もある問。この点をめぐって，臨床医の中には犯
罪通報が法的義務となるのであれば，その惚患が刑事罰又は行政処分に繋がる
のではないかとの懸念も少なくない。勿論，刑事罰又は過料の制裁の下に通報
義務を課すのであれば，明文規定がなければならないのだから，現行法体系の
下で医師が診療行為の過程で認知した犯罪事実について通報をしなかったから
といって，刑事罰を科されることはなく，過料が課されることもない。とはい
え，犯罪通報の法的義務を負うのであれば，それを惚怠したが故に非違行為と
なるのであろうか。そもそも，医師は診療行為の過程で犯罪事実を知った場合
に，これを通報する義務を負うのであろうか。
この点について肯定的な見解は，一般人に禁止されている医療行為を特に許
されたという免許制度に基づき医師には公益性の観点から犯罪通報義務がある
と説く刷。確かに，医師免許制度上の公益性は認めるべきであり，それ故に
こそ，医師には供述拒否特権を行使せずに診療上知り得た秘密を供述しでも
「正当な理由」によるものとして秘密漏示罪の違法性は阻却されるものと考え
られる。とはいえ，医師免許制度上の公益性は更に進んで犯罪通報義務を課し
ているとまで評価すべきであろうか。各種特別法に医師の通報義務・報告義務
を規定しているのは側，原則として医師は通報義務・報告義務を負わないが，
(29) 東京高判平成9年 10月15日東京高裁判決時報48著書ト12号67頁。
(30) 佐久間・前掲注(19)67-68頁。
(31) 佐久間・前掲注(19)69頁。
(32) 既に注(1)及び(20-23)で摘示したが，感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律 12条・ 69条l号，結核予防法32条l項・ 63条l号，精神保健
及び精神障害者福祉に関する法律26条の 2・26条の3・38条の 2第 l項・ 57条8
号，母体保護法25条・ 32条.覚せい剤取締法20条4項・ 13条4号，麻薬及び向
精神薬取締法58条の 2・71条，医師法21条・ 33条の 2，児童虐待防止法6条，
DV防止法6条等はこのような立法府の判断の下に規定されたものと考えるのが自
然な解釈である。
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公益性の観点から例外的に通報義務・報告義務を課さざるを得ないとの判断か
ら立法府が特に義務規定を設けたものと解するのが適切であろう。本稿で検討
している平成 17年最決の担当調査官も，医師の公益性を守秘義務違反の違法
性阻却として判示したものと解説している倒。それ故，医師免許制度・医業
の公益性は立法論としての通報義務・届出義務の根拠になり得るにとどまり，
現行法の解釈論としては守秘義務違反の違法性阻却事由であるに過ぎないと考
えるべきである。
尚，公益性の観点から医師の犯罪通報義務を導く見解は，米国の裁判例であ
るTarasoff判決制を引用し，医師と患者の聞の守秘義務が第三者への危害回
避のために制限ないし解除され得る根拠としている倒。しかしこの事案は，
精神科外来を受診した患者が特定の人物に対する殺意を灰めかしていたにも拘
わらず，これを知った精神科医・心理療法士が当該人物自身に対しても，警察
等の防犯機関に対しでもこの事実を全く通報しないでいたところ，当該患者が
外来受診時の言葉通りに殺害を実行したというものである。この裁判例におい
ては，守秘義務を理由に被害者・警察への通報を怠ることは許されないとの理
由で，精神科医に対する被害者遺族からの損害賠償請求が認容された。しかし
この裁判例は，予期される危険が特定され， しかも緊急性の極めて強い事案に
関する判断であったので，この裁判例を一般化することには慎重であるべきで
あろう。
ところで，平成 17年最決の事案における下級審判決では，採尿し通報した
医師が独立行政法人国立病院機構に勤務する国家公務員であったことから，国
家公務員としての犯罪告発義務(刑事訴訟法 239条2頃)に根拠を求め，守秘
義務違反を否定している。しかし，平成 17年最決自体は刑事訴訟法 239条2
項には言及しておらず，この論理を採っていないと見るべきであろう。国公立
(33) 山田耕司「判解J曹時58巻 10号299-300頁。
(34) Tarasoff v. Regents of the University of California， 551 P.2d 334 (1976). 
この判決に関する邦請での解説・紹介として知り得たものに， ~英米判例百選』
(第3版・平成81jo・有斐閣)[丸山英二執筆分]194頁以下がある。
(35) 佐久間・前掲注(19)70頁。
-238-
臨床医の犯罪認知と捜査機関への通報
病院の医師は，その所属する医療施設を設置している主体が国・地方公共団体
等であるが故に公務員としての身分を持つものの，その職務内容は民間病院の
医師と何ら変わるところはなL、。担当調査官が指摘するように，法令上，調査
権を有する官吏・公吏とは異なり，仮に国公立病院の勤務医が犯罪の存在を疑
わせる事実を認知した場合であっても，医師はこれを調査する権限を有しない
のであるから，刑事訴訟法 239条2項を根拠として国公立病院に勤務する医師
には犯罪を通報する義務があるという解釈を採ることは，実際上，不可能ない
し著しく困難なことを法が義務付けることに繋がるので，採り得ないものと考
ぷ'2(36) ‘ー、μ 。
v.平成 17年最決の検討・補論
本稿の主題からは離れるが，平成 17年最決の事案に関しては，これが警察
からの依頼による採尿であった場合，昭和 47年仙台高判聞との関係が問題と
なる筈であった。この事案においては，警察からの依頼を踏まえて警察嘱託医
が，意識不明で救急搬送された患者の静脈から採血したというものであり，無
令状採血として重大な手続違反に当たることを根拠に関連証拠の許容性を否定
して酒酔い運転罪に関しては無罪判決が下され，確定している。本稿で検討し
ている平成 17年最決の事案との聞には，①昭和 47年仙台高判の事案では採血
が診療行為上，必要性がなかったにも拘わらずなされたのに対して，平成 17
年最決の事案では診療行為上，採尿には必要性があった点，②昭和 47年仙台
高判の事案では採血が警察の要請に基つeきなされているのに対して，平成 17
年最決の事案では警察からは採尿の要請がなく，あくまでも医師が診療行為上
の必要性から採尿をしたものである点に大きな差異があるO 換言すれば，通報
の前提たる採尿自体，診療上の必要性がなかったにも拘わらず，警察の依頼に
(36) 山田・前掲注(33)299頁。同旨，安村勉「判批」ジュリ 1313号 192頁，伊東・
前掲注(28)109-110頁等。
(37) 仙台高判昭和47年 1月初日刑月 4巻 l号 14頁。
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碁づいてなされたものであった場合には，警察への犯罪事実通報以前に採尿自
体が重大な手続違反となり，排除法理の対象となるので，以後の手続は全てそ
の違法性を承継い関連証拠の排除により，無罪判決を下さざるを得ない展開
になったものと思われる。平成 17年最決の事案では，被告人の自傷行為が発
覚して以降，警察官が病院に臨場し，その病院から採尿のなされた国立病院に
転送された際も同行していた。証拠上，警察官自身は採鼠依頼をしておらず，
採尿は診療行為に真に必要であったことが認定されているが故に適法とされた
ものである点は看過し得なL、。
終りに
平成 17年最決は，医師が診療行為の過程で犯罪事実を認知した場合であっ
ても，医師と患者の聞の守秘義務を根拠に医師が当該事実を通報することが許
されないという見解を斥けた点に意義がある。そもそも医師に診療行為の過程
で知り得た情報について守秘義務を負わせるのは，個々の患者を保護するもの
にとどまるという限定的な立場を採らず，個々の患者の個人的法益と共に医業
への信頼を確保し，医業を円滑に行うことで社会公共に奉仕することができる
ようにするとの配慮があるためであろう。
確かに患者の診療情報が外部に漏洩したならば，健康状態を理由とする就職・
婚姻・融資の機会を逸する等，人生の機会が狭まる危険性がある。また，疾病
の種類によっては名脊の失墜等，患者(又はその親族等)に多大な不利益を与
えかねない。それ故に，診療情報の取扱は慎重でなければならない。しかしな
がら，守秘義務という概念があたかも至高の利離であるかのような議論は，医
業の公益性に照らして誤りである。犯罪事実を通報するが如きは，慎重に調査
の上で通報先を限定して行う限り， r正当な理由」として刑事・民事双方で違
法性阻却事由になり得ると解すべきという立場を平成 17年最決は採っている
ものと思われる。
近時，守秘義務という概念は一部の論者の問で，些か無基準に拡大され，絶
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対視されて告た商がある。組織犯罪等で不正な収益をあたかも正当な収益であ
るかのように仮装する行為を発見した場合，弁護士・税理士等に通報義務を負
わせようとした立法提案は， 日本弁護士連合会の大多数の会員からも受け入れ
ることが可能であると認識されていながら，結局は，ごく一部の会員の強硬な
反対の前に骨抜きにされざるを得なかった。その際，反対論者が依拠したのも
弁護士の守秘義務であった。確かに弁護士たるもの，自己が弁護人・訴訟代理
人等となっている案件について，職務上知り得た秘密を正当な理由なく他者に
伝達することは許されるべきでない。しかしながら，自己の顧問先企業・団体
等で犯罪収益の隠匿・仮装がなされている疑いのある場合，これを通報・報告
すること自体，社会正義の実現を使命とし，広い意味で司法機関の一員である
弁護士にとっては，まさに正当な理由のある秘密漏示として違法性を阻却され
るべきであろうし，訴訟代理・刑事弁護のみならず有料法律相談等，重要な法
律業務を独占する弁護士業には医師に勝るとも劣らない公益性がある筈である。
組織による犯罪収益の曙匿・仮装が後を絶たず，弁護士が職務上，これに気付
き得る地位にあることに鍛みれば，弁護士が犯罪収益の隠匿・仮装受認知した
場合，厳密な要件の下に，これを捜査機関等に通報する義務を立法化すること
も，決して弁護士業の性格に反するものではない筈である。
平成 17年最決自体の射程は，単に医師が診療行為上知り得た犯罪事実を通
報するに関して違法性が阻却されることを明らかにしたにとどまる。しかし，
守秘義務という magicwordを用いることによって，医業・弁護士業等の専
門職に携わる者が職務上知り得た犯罪事実を通報する行為に対して委縮効を発
生させるような議論を抑制する方向で機能する可能性があろう。
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